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国際分業と事業構造の変革 グローバル戦略における比較優位の創出 

天野倫文 東洋大学経営学部専任講師 

 

1．はじめに 

 

 1980 年代半ばに至るまで,日本企業は経営資源を国内に集中させ,輸出を拡大することによって飛躍

的な発展を遂げてきた。しかしプラザ合意を契機に円高が定着し,先進諸国との貿易摩擦も相侯って,

輸出指向型の発展パターンが限界に直面するようになった。1990 年代の日本企業は輸出指向型の発展

パターンから脱却し,国家間の互恵的関係を前提に成長を達成させる方向を模索しなければならなく

なった。 

 さらに 1990 年代初頭より日本経済は円高とバブル崩壊によって深刻な不況を経験し,その影響を受

けて多くの産業で成熟化が問題となった。一方この間東アジア各国は目覚しい経済成長を達成した。

こうしたなか一方において現地市場の成長機会を享受するために,他方において国内で成熟化し,円高

で比較優位を失った事業活動の優位性を回復させるために,日本の製造企業は東アジアに大々的な生

産展開を行ってきたのである。 

 WTO 体制と東アジアにおける地域経済システムの拡大と深化が進む現代において,国際分業は国家間

の互恵的関係を前提として経済的発展を持続させるための理念であると同時に,個々の企業がグロー

バルな競争優位を確立し,国内の脱成熟化を図るための現実的な要請である。日本の製造企業にとって

国際分業は単に東アジアに向けて事業を分散させることのみを意味しない。より本質的にはグローバ

ルな競争優位を高めるために現地体制を構築し,同時に国内において比較優位を創出し,脱成熟化を図

る行為過程を意味している。 

 そこで本論では国際分業を企業のグローバル戦略上の問題として捉え,「比較優位への適応」と「比

較優位の創出」という二つの視座から国際分業戦略について考察を深める。次に電子機械メーカーを

サンプルとした統計的実証分析を行い,企業の国際分業戦略による現地と国内の「棲み分け」が国内の

事業構造転換に資する可能性が高いとの仮説を検証する。実証分析では産業構造シフトによる影響と

企業戦略上の要因を区別して抽出し,いわゆるセミマクロの構造的要因のほかに企業の戦略的要因が

有意に効いていることを示す。さらに代表企業を選出して事例分析を行い,事業構造改革に成功してい

る企業の国際分業戦略は短期的な収益改善を狙った環境適応ではなく,中長期で起こりうる需要構造

の変化や技術革新に対して適合的な戦略であるとの結論を導く。 

 

２．関連理論の批判的検討 

 

 世界経済のさまざまなレベルで貿易や投資の自由化が進められ,中国をはじめとする発展途上国が

WTO 体制や地域経済体制の枠組みに参加してくるようになると,労働資源や天然資源において優位性を

持たない日本のような先進国が経済水準を維持するためには技術革新と既存の事業や産業の構造改革

が不可欠となり,それらを中心に据えない貿易や直接投資,多国籍企業の理論は先進国における比較優

位の創出と既存構造の変革を説明するうえで不完全なものとなろう。ここでは本論に関係する主要理

論を概観し,そうした観点から既存理論の限界を指摘する。 
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２－１．製品サイクル理論 

企業の国際分業問題は古くは製品サイクル理論において議論された(Vernon,1966)。同理論によれば,

製品導入期においては製品特性が不明確であり,技術も流動的であるため消費者や同業者との対話が

不可欠であり,企業は国内に事業拠点を立地させる。しかし成熟期に入ると製品仕様は明確になり,技

術的な流動性も低下する。消費者の価格弾力性は高まり価格競争が激化する。企業は製品価格を低下

させる必要性に迫られ,生産工程を熟練労働者に依存した体制から資本設備と単純労働者による大量

生産体制に移行させる。他の先進国でも当該製品の需要が拡大するため,企業はそれらの需要に対応す

るために現地生産に乗り出す。さらに成熟化が進むと製品仕様は完全に標準化される。もはや当該製

品を米国で生産する必要性がなくなり,企業は安価な労働力が豊富に存在する途上国に生産拠点をシ

フトさせる。現地拠点から製品が逆輸入され,国内生産は徐々に縮小してゆく。 

 製品サイクル理論は特定製品に焦点を当て,ライフサイクルの進展とともに発生する技術や市場(国

内・海外)の変化が企業の生産立地に与える影響を論じており,多国籍企業の行動を分析するモデルと

して広く用いられてきた。しかしこのモデルは製品を中心に据えて企業行動の変化を分析しているた

め,製品が成熟化から標準化への過程を辿るなかで、企業が次世代製品をどのように創造し,経営資源

の再配分を行うのかという論点が看過されている。彼は 1979 年に 1966 年の論文を回顧して,1970 年代

の環境変化と製品ライフサイクル理論の不適合性を自ら認めているものの,そこでもこの問題はとり

あげられていない(Vernon,1979)。しかし本論の考察対象となる 1990 年代の日本の製造企業は成熟化

した事業を海外に移管する過程で新規事業分野に向けた事業構造変革を進めており,この点について

の考察は不可欠である。 

 

２―２．産業空洞化論 

 製品サイクル理論は産業空洞化論とも密接な関係を持っている。1970 年代から 80 年代にかけて米国

では産業空洞化が大きな社会問題となり,本国を省みない多国籍企業のオフショア生産が国内生産や

雇用に大きなダメージを与えていると懸念されてきた。製品サイクル理論を規範とする多国籍企業の

オフショア生産は産業空洞化を引き起こすに至った(加藤,1996)。この時期に米国においては対外直接

投資が国内雇用に与える影響についてさまざまなレベルで研究されたが（U.S.Senate,1973; 

Dewald,1978;Horst,1974,1978),最も体系的な研究としては Frank&Freeman(1978)があげられる。 

 彼らは 1960 年代後半から 70 年代初頭にかけてのオフショア生産展開が国内雇用に与えた影響を次

のように整理した。(1)米国多国籍企業の現地生産活動は,製造業全体で 28 万人の雇用を代替し,12 万

人の雇用を創出し,ネットで約 16 万人の雇用に影響を与えた。(2)しかし影響は産業ごとにばらつきが

あり,生産代替効果が大きい産業は化学産業と機械産業であった。また機械産業は生産代替の影響の割

に輸出誘発による雇用創出が少なく,雇用削減の影響が大きかった。(3)職種別に見るとブルーカラー

の労働需要に深刻な影響を与えていた。こうした分析結果とこの時期に米国の雇用情勢が悪化の一途

を辿ったという事実に基づけば,当時の米国多国籍企業のオフショア生産展開はたしかにある程度の

生産と雇用の空洞化を引き起こしていたと思われる。 

 米国の研究は日本の空洞化研究にも大きな影響を与えた。1985 年のプラザ合意以降,日本でも産業空

洞化はしばしば問題とされてきた。こうしたなか政府機関主導で行われた調査研究は米国の先行研究
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を踏襲するかたちで行われた。たとえば日本労働協会(1984)は U.S.Senate(1973)の産業連関表による

静学的な分析フレームワークに依拠しつつ,日本企業の現地生産活動が雇用に与えた影響を推計し,全

体として負の影響を与えたとの結論を得ている。この種の推計はそれ以後も官庁統計を利用して行わ

れ,近年では通産省(1995,1998)がやはり負の影響をもたらしたとしている。 

 しかしながら産業連関表による分析では,現地生産を契機とする事業構造調整のプロセスやその影

響を析出することが難しい。一般に,外部労働市場が発達し,労働需要の減少が直接的に解雇に結びつ

く米国においては静学的分析が一定の意味を持つ。しかしながら労働需要の減少が内部労働市場を通

じた雇用再配置によって調整される余地の大きい日本においてはこうしたアプローチは必ずしも適当

ではない。事業構造調整による雇用再配置の可能性が高い場合にこの方法を用いると,雇用に与える影

響がマイナスに過大評価されることになる。 

 実際のところ,日本労働協会(1984)が実施した 11 社のヒアリング調査においては,1980 年代半ばで

は現地生産活動が雇用の減少を引き起こしている企業は１社も観察されていない。1990 年代半ばから

は状況が悪化しつつあるが,機械振興協会(1996)によれば,1995 年末に東アジアで現地生産活動を実施

している機械メーカー167 社のうち,国内生産量が「10%以上減少した」という企業が 22.8%の一方で,

「変化なし」が 42.5%,「増加した」企業が 12.0%確認されている。また日本労働研究機構(2000)は製

造企業 190 社の海外生産活動と国内雇用について質問票調査を実施しているが,これによれば 1989-94

年の期間で「国内従業員数か減少(44.0%)」,「不変(15.0%)」,「増加(40.9%)」,1994-97 年の期間で「国

内従業員数が減少(57.9%)」,「不変(19.7%)」,「増加(22.4%)」との調査結果が得られている。さらに

深尾・天野(1998)や環太平洋研究センター(2001)によれば製造業や電子機械産業にも当該業種や他業

種の現地生産活動によって生産や輸出に誘発効果を受ける業種と生産代替効果を受けやすい業種があ

ることが示されている。 

 これらの研究成果を見ると,日本企業を対象として現地生産活動が国内生産に与える影響を分析す

る場合にはより厳密な検討が必要とされると思われる。東アジアに展開された現地生産活動が国内生

産活動に与える影響は「一律に空洞化をもたらす」という見方では狭く,産業レベルで発生する構造シ

フトと企業レベルの戦略的要由が複雑に関与しているものと思われる。先の日本労働研究機構の調査

によれば1990年代半ば以降,趨勢的には製造業全体の空洞化圧力が徐々に強まっているものの,産業や

企業によって相当ばらつきがあり,グローバリゼーションがもたらすインパクトが一様ではないこと

を物語っている。こうした状況においては,産業構造的要因と企業戦略的要因を区別した分析が必要で

あり,本論の貢献の一つはそうした枠組みで統計的実証分析を試みた点にある。 

 また以下の議論で明らかにされるように,多くの企業にとって現地生産展開は国内の事業構造改革

と同時決定的な関係にある。したがって生産が海外に移管されたからといって,それがすぐさま生産や

雇用の空洞化に結びつくとは限らない。現地生産展開と国内事業構造改革が同時決定的な関係にある

とき,国内生産や雇用への影響は,現地生産活動の規模というよりも,国内における新規事業展開や事

業構造転換の達成度,ひいてはそれを牽引する企業の技術基盤や事業基盤,組織能力などにも影響を受

けるはずである。したがって本来的には企業によってその影響が相当程度異なるはずである。 

 

２―３．多国籍企業論 

最後の関連理論として多国籍企業論を検討する。伝統的な多国籍企業論の研究範囲は企業がなぜ多
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国籍化するのかという問題であった。この問いに対して伝統理論は多国籍企業が国際市場における独

占的地位を強化するために優位性のある経営資源を移転させ,企業組織を拡張すると考えてきた

(Hymer,1976;小宮,1972)。また市場取引の不完全性から発生する取引コストを内部化するために,多国

籍企業は輸出やライセンシング契約よりも直接投資を選択するという理論も提唱された

(Buckley&Casson,1976)。 

 しかし 1980 年代に入り,伝統理論は転機を迎えるようになる。世界金体を一つと捉えて事業拠点を

配置し,拠点間の調整を通じて競争力を高めてゆくことが企業の中心的課題となってきたのである。

Porter(1986)は従来型のマルチドメスティック戦略と当時台頭しつつあったグローバル戦略を区別し,

後者を世界的なレベルで広がった事業拠点の能力を総動員してグローバルな市場で競争を行う戦略と

規定したうえで,企業のグローバルな戦略展開は必然の流れになると主張した。また

Bartlett&Ghoshal(1987)は現地への自律的適応と本社によるグローバルな統合・調整を同時に遂行す

る戦略をトランスナショナル戦略と定義し,マルチドメスティック戦略とグローバル戦略はトランス

ナショナル戦略に収斂されるとの仮説を提唱した。Jarillo&Martinez(1990)は,Porter(1986)と

Bartlett&Ghoshal(1987)のフレームワークに基づいた実証研究を行い,欧州経済統合の過程でマルチ

ドメスティック型の戦略を採っていた現地法人がグローバル型やトランスナショナル型に移行しつつ

あることを指摘した。 

 グローバル戦略に関する研究には枚挙に暇がないが,彼らの多くは Porter(1986)のフレームワーク

を用いている。Porter(1986)は「配置」と「調整」という二つの概念軸によってグローバル戦略を分

析している。「配置」とは価値連鎖を形成する各活動を各国の比較優位を考慮して分散させることであ

り,「調整」とは分散された活動を統合・連結させ,ノウハウや専門知識を共有・蓄積させることであ

る。Porter(1986)はこうした概念規定に基づき,各拠点で蓄積された知識を移動させ,それを効果的に

活用することがグローバルな競争優位につながると主張した。 

 Porter(1986)は 1990 年代の多国籍企業研究における先駆的存在となった。しかしその後のグローバ

ル戦略の研究はどちらかといえば「調整」のみに注目したものが多くなっている。反面「配置」,すな

わちグローバル戦略全体のデザインについては比較優位のあるところに拠点を立地させるというレベ

ルの知見に留まっている。グローバル戦略を論考した Ghoshal&Nohira(1989),Jarillo&Martinez(1990),

寺本他(1990),周佐(1988),諸上・根本(1997)はグローバル企業がひとたび形成したネットワークを調

整して双方向的な経営資源の流れをつくり,現地子会社の自律性を確保することによって開放的な企

業発展を実現すると論じており,その知見自体は極めて重要であるが「配置」という問題に焦点を当て

たものではない。しかし本論で問題とする国際分業はグローバル戦略における「配置」の問題である。

その中心となる概念は比較優位であるが,それが比較優位のある場所に活動を分散すればよいという

従来の知見のみに留まるとすれば不十分である。その理由については節を改めて論ずることとする。 

 

３．国際分業と事業構造の変革 

 

３―１．グローバル戦略としての国際分業 

これまでの議論より,製品サイクル理論や産業空洞化論から国際分業と事業構造の変革という問題

を捉えるには理論的・実証的見地から限界があるように思える。そこで本論は国際分業を企業のグロ
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ーバル戦略における「配置」の問題として捉える。そもそも国際分業を企業戦略という視点から議論

した本格的研究は少ない。国際分業はこれまでマクロ経済学や国際経済学の分野で取り上げられ,国の

比較優位構造を分析する概念に終始していた(山澤,1984;島田他,1997)。しかし近年東アジアや欧州を

中心として,貿易全体に占める企業内貿易の比率は上昇する傾向にあり,多国籍企業のグローバル戦略

として国際分業という問題を捉え,そこから企業の戦略や国の産業・貿易政策に対する示唆を論ずる必

要性は,ますます高まっている(天野,2001)。 

 国際分業をグローバル戦略における「配置」の問題と捉えるならば,その戦略は「比較優位への適応」

と「比較優位の創出」という二つの基本的視座によって把握することができる。「比較優位への適応」

とは外部環境としての比較優位構造に対応するかたちで拠点を配置する行為であり,Porter(1986)の

「配置」とほぼ一致する。一方「比較優位の創出」いう概念は Porter(1986)の「配置」概念からは捨

象されているものであり,企業内分業として国際分業問題を捉えることによって生まれる概念である。

すなわち「比較優位の創出」とは,企業内分業関係のなかで企業が内的に働きかける優位性の創造活動

である。生産が海外に流出するなか，国内拠点で要素技術や生産技術の開発を強化し,新規事業展開を

行うことによって優位性を創出するといったことがこの概念によって内包される事柄である。 

 Vernon(1966)や Porter(1986)は「比較優位への適応」として配置問題を捉えているものの,企業内都

における「比較優位の創出」という側面をそれほど十分に考慮していない。つまり彼らは戦略の外部

環境への適応という側面を精緻に捉えている反面,企業内部における整合性をいかに保ち,全体最適性

を保ちながらいかに企業成長を図るかという視点を欠いているように思える。しかしながら日本企業

の国際分業間題を捉えるとき,国内における「比較優位の創出」という側面は現実的に不可欠な考慮要

件となる。それはつまるところ国内における優位性の創出が当該企業の持統的成長に対する要件とな

るからである。 

 結論を先取りすれば,本論で観察された日本企業の国際分業は「比較優位への適応」と「比較優位の

創出」を同時達成する戦略である。またこれらのうちどちらかといえば「比較優位の創出」に重きを

置いた戦略であり,短期的な環境適応というよりは,中長期的かつ全体最適的な企業成長を意図した戦

略である。多くの企業では，現地生産移管と国内の事業構造改革が同時決定的な関係にある。現地生

産移管は企業が国際化を行うときに通常想定される諸要因に加え,国内の技術開発や新規事業展開に

も制約を受ける。この制約を解消し,現地生産移管による優位性の回復と国内における比較優位の創出

を同時に達成することが戦略的に重要であり,それに成功した企業は国内の空洞化を防ぐとともに,グ

ローバルな企業成長も期待できるはずである。 

 

３―２．拠点間関係のデザイン 

国際分業戦略を策定する際の中心的な問題は各拠点の配置と拠点間関係のデザインである。拠点間

関係のデザインは単に事業の分割分散のあり方だけでなく,それを通じて事業構造をどのように変革

するかという計画を含まねばならず,「比較優位への適応」と「比較優位の創出」という両方の視点か

ら評価されるべきものである。 

 円高,市場の成熟化,総需要の減退といった環境変化のなかで,まず企業がなすべきことは,国内で比

較優位を失った事業を海外に移管し,比較優位を回復させることである。これは「比較優位への適応」

という局面である。 
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 一方これまで国内の企業活動を牽引してきた事業が海外に移管されることになれば,当然のことな

がら空洞化問題が浮上する。空洞化に対する対処という問題だけでなく,企業が成長を続けるためには

新規分野や成長分野に向けた事業構造改革は欠かせない。そこで企業は技術や雇用の空洞化を防ぐた

めに国内に生産を維持しつつ,それらの分野に向けて事業構造を変革しようとするであろう。これが

「比較優位の創出」という局面である。 

 拠点の配置と拠点間関係の構築はこれら両方の要請を満たすものでなければならない。換言すれば,

国内の事業活動を現地に向けて分散配置するなかで,国内拠点をどのような事業領域に向けて再構築

してゆくのか,それを通じて現地と国内にいかなる「棲み分け」構造を形成するのかという青写真が国

際分業戦略のなかに構想化される必要がある。 

 市場における製品的・地理的な広がりと製品の製造における工程間関係を想定すれば,拠点間関係に

おける「棲み分け」構造のあり方には理論的に三つのタイプがありうる。第一が販売先の地理的な隔

離や関税障壁を利用した市場による「棲み分け」,第二が同種の事業や製品における付加価値水準や技

術水準の違いを利用した水平的な製品間分業,第三が同一製品内の工程間分業である。拠点間でこれら

の分業関係が形成されるとき,企業内貿易が促進され,各拠点で特化が進む。それに触発されて国内の

事業構造も比較優位を有する事業領域へと調整されるはずである。 

 

３―３．事業構造転換の誘導 

拠点間関係のデザインが決まり,事業構造の高度化や転換の方向性が定まると,企業は次にどのよう

にそれを誘導して事業構造改革を図るのかという問題に直面する。拠点間関係のデザインが企業戦略

におけるドメインの策定であるとすれば,事業構造の調整は戦略遂行のプロセスといえる。 

 事業構造の調整において重要なポイントはいかに外部環境適応として「比較優位への適応」を行い

ながら,内部において「比較優位の創出」を達成するかということである。通常企業が国際分業を模索

する段階において,「比較優位への適応」と「比較優位の創出」は方向性の異なる要請であり,企業は

ジレンマに直面することになる。たとえば既存事業の比較優位が失われたとき,利潤最大化を目指す企

業の立場からすれば優位性を回復すべくそれらを積極的に海外に移管しようということはごく自然な

ことである。しかし新規事業が用意されていない段階で海外生産展開を行うと,雇用ばかりでなく技術

の空洞化が発生し,将来における企業成長に支障を来たすことになる。しかしだからといって収益力が

低下した事業を放置しておけば,市場における競争力が失われ,企業は淘汰されるであろう。 

 こうしたケースで考えられる企業行動は,環境変化によって比較優位が失われたとしても段階的に

現地生産展開を行い,一時的には当該事業を国内に保留する。その間新規事業展開に必要とされる技術

開発や生産体制の整備を行い,新規事業が軌道に乗った段階で生産活動の移管を積極的に進めて余剰

資源を生み出し,それを成長事業に向けて投ずるというものであろう。ひとたび新規事業が軌道に乗れ

ば,現地生産移管がむしろ国内事業構造の脱成熟化と新規事業展開を促進する。また現地と国内で工程

間分業が形成されている場合には,現地と国内に直接的な需給関係が存在するために,現地生産の拡大

が国内における事業構造転換を誘発することになる。こうした戦略プロセスは将来の企業成長と経営

資源の蓄積を優先的に考えるものである。 

 また企業が現地と国内の間で「棲み分け」を志向する国際分業戦略を策定しうるか,そのなかで「比

較優位の創出」を達成しうるかという点は,企業が有する技術基盤や事業基盤,組織能力などにある程
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度は影響を受けると考えられる。国際分業を実施する過程で,企業は比較優位性の見込める領域にドメ

インと経営資源のシフトを図り,事業構造の特化と多様化を推進する。特化領域を創出し,経営資源シ

フトを行いうるかどうかは,当該企業の技術基盤やより広い意味での事業基盤,組織能力などに当然の

ことながら影響を受けよう。しかしながら重要な点はそうした能力がある場合ですら,当該企業の戦略

的意思決定として適切な国際分業戦略がデザインされ,実行に移されない限り,現実問題として比較優

位領域への特化は進みにくいということである。その意味において企業戦略の重要性が示唆されるの

である。 

 

４．統計的実証分析 

 

以上の議論に基づいて,本節は基本的に二つの仮説を統計的に検証する。第一の仮説は東アジアヘ生

産活動を展開するプロセスで企業は国際分業戦略を策定し,そのなかで現地と国内の拠点間関係にお

ける「棲み分け」構造を形成しているというもので,第二が国際分業戦略によって国内事業構造が比較

優位の早込める領域に調整され,国内生産の水準が押し上げられる可能性があるという仮説である。こ

こではこれらの仮説の成立可能性を検討することによって,上で論じた分析視座や基本論理の妥当性

を吟味する。 

 

４－１．拠点間関係の分析 

まず電子機械メーカーのデータを用い,企業が国際分業戦略を設定するときに,現地と国内の拠点間

関係をどのようにデザインしており,それが企業内貿易や国内事業活動にいかなる影響を与えている

のかということを分析した。 

 表 1は 1997 年における在東アジア現地法人と国内拠点の拠点間関係に関する実態である。同表によ

れば,機械産業に属する現地法人1,757社のうち現地と国内の間に工程間関係が形成されているサンプ

ルの比率が 42.9%である。また製品間分業が形成されており,かつ国内が技術的に比較優位を有すると

回答したサンプルの比率は 32.2%である。拠点間関係が製品間分業であると回答したサンプルのうち,

国内が現地に対して比較優位を形成していない場合には拠点間で強い競合性が発生し,現地生産の拡

大によって本国拠点が負の影響を受ける。同表によれば,現地が国内よりも優位にあると答えたサンプ 
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ルが 1.1%,現地と国内で技術格差はないと回答したサンプルが 23.9%存在する。しかしそれ以外のサン

プルは何らかのかたちで現地との「棲み分け」構造を構築している可能性が高い。 

 次にこうした拠点間関係が企業内貿易や国内事業活動にいかなる影響を与えるのかということを重

回帰分析によって検証した。データは経済産業省が 3年ごとに実施している『海外事業活動基本調査』

の個票である。まず被説明変数として,本社の在アジア現地法人への輸出変化率,国内拠点の売上変化

率および修正売上変化率を計算した(修正売上は売上から逆輸入を差し引いた国内生産の代理変数)。

一方説明変数としては現地生産規模の代理変数として従業員数を用いて変化率を計算した。さらに拠

点間関係の特徴を示す 3 種類のダミー変数や比率を設定して現地生産変化率との交差項を作成した。

推定方法は不均一分散制御のロバスト最小二乗法である(変数定義は補論を参照されたい)。 

 表 2 を見ると,現地生産活動の拡大は全体として本社のアジア現地法人向け輸出に 5%有意で正の影

響を与えている。また拠点間関係を考慮して分析すると,現地法人が国内の生産拠点と工程間分業を形

成している場合に,在アジア現地法人の生産活動の拡大は,本社の現地法人向け輸出に 1%有意で正の影

響を与えている。また現地と国内で拠点間技術格差がある場合には現地生産活動の拡大が現地法人向

け輸出に 1%有意で正の影響を与えている。逆に技術格差がない場合には現地の製造活動は現地法人向

け輸出に有意な影響を与えていない。また販売先に注目すると,現地法人が本社のグローバル戦略のな

かで位置付けられる再輸出型の場合には,現地の製造活動が本社の現地法人向け輸出や逆輸入に 5%有

意で正の影響を与えている。一方で現地販売を志向する製造拠点の場合,規模がそれほど大きくないた

めか,現地法人向け輸出や逆輸入に有意な影響を与えていない。 
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 次に売上や国内生産に与えた影響を分析した(表 3)。説明変数と被説明変数の影響が間接的になるた

めに決定係数は低下するものの基本的には前表と同じ傾向が見られる。すなわち工程間分業が形成さ

れる場合,拠点間に技術格差が確保されている場合,現地がグローバルな再輸出型拠点である場合に在

アジア現地生産活動の拡大は国内の売上変化率にプラスの影響を与えうる。国内生産変化を代理する

修正売上変化率を被説明変数とした場合も類似の傾向が確認された。 

 このような分析結果から次の解釈が可能になろう。まず現地と国内で工程間関係が形成されるとき

は国内拠点から部材や資本財の輸出が進む。工程間の補完関係を利用して国内では中間財に向けた特

化が起こり,現地生産移管によって生じた余剰資源は吸収される。一方製品間分業の場合は現地と国内

が必ずしも補完関係にあるわけではない。その場合「棲み分け」を行いうる否かは拠点間の技術格差

などの要因に規定される。技術格差がある場合は,現地生産活動の拡大は現地国内各拠点の比較優位形

成と特化を促し,企業内貿易や国内生産を増進させる働きがある。一方技術格差がないときには,現地

製造拠点の生産拡大は国内空洞化の危険性を孕む。また販売先によって棲み分けることは企業内貿易

や国内拠点の事業活動にそれほど影響を持たない。むしろグローバルな視点から比較優位を追求する

再輸出型拠点の方が企業内貿易と国内構造変革に重要な役割を果たすようである。関税や市場の違い

による障壁の存在よりも,グローバルな製造拠点を活用した自由な事業活動の方が,逆輸入や現地向け

輸出を通じて国内事業構造の転換を促し,ひいては現地向け輸出や国内生産の拡大に資する可能性が

あるという示唆が得られていることは,ここであえて特記すべきことであろう。 

 さらに各産業の構造調整の方向性についても産業ダミーの係数符号から示唆が得られる。表 2・3を
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見ると,民生用電子機械を基礎ダミーとした場合,電予デバイス,電子部品,産業機器(重電)については

係数符号が正であり,とくに電子デバイスについては表 2において 1%有意の結果が出ている。情報通信

については本社売上変化率に正,対アジア現地法人輸出変化率について負の結果が出ている。総じて最

終組立機器から中間財・資本財に生産する業種へと産業構造シフトが生じていると推察され,ここにも

東アジアにおける現地生産活動を背景とする電子機械産業内の生産構造の変化が看取される。 

 

４―２．国内事業構造に与える影響 

続いて現地生産活動が国内事業構造にいかなる変化を与え,それが売上,生産,雇用にいかなる影響

を与えているのかという点を分析した。ここでは『海外事業活動基本調査』の個票を主に用いて独自

のデータベースを作成した（１）。サンプルは 1992 年と 95 年の両年を通じて東アジア圏で生産活動を行

っている電気機械メーカーである。 

 まず現地生産活動と国内事業活動の関係を概観する。図 1 は現地生産変化率(現地雇用変化率)と本

社売上変化率の散布図である。同図を見ると比較的多くの企業が国内の売上を維持・拡大しながら現

地生産を拡大している様子が理解できる。全サンプルのうち現地生産を拡大した企業は 246 社(98.0%)

であり,そのうち本社売上を伸ばしている企業が 146 社,減少した場合も 20%以内に留めている企業が

76 社であり,相当数に上る企業が本社売上を維持・拡大すべく事業活動を展開していると考えられる。 

 そこで現地生産活動が本社の事業構造変化に与える影響を検証すべく,事業構造変化のパターンに

即してサンプルを 4 つのグループに分類した。企業が事業構造を変革するには同一事業の特化による

成長(同一事業内の事業高度化)と他事業への転換という二つの手段がある。そこで事業構造の変化を

1992 年から 95 年の主力事業における売上変化と他事業の売上変化という二つの軸から次のように分

類した。 
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(1)多角的成長型： 主力事業の売上が伸び,かつ他事業の売上も拡大している 

(2)主力事業特化型：主力事業の売上は伸びているが,他事業の売上が縮小している 

(3)事業転換成功型：主力事業の売上は減少したが,他事業の売上を伸ばすことで減少分をカバーし 

(3)事業転換成功型：ている(他事業が主力事業の売上減少の 50%以上をカバーしている) 

(4)事業転換失敗型：主力事業の売上が減少し,かつ他事業への転換に失敗している(他事業は主力事 

(4)事業転換失敗型：業の売上減少の 50%もカバーできていない) 

 

 これら 4 つのグループのうち,(1)多角的成長型,(2)主力事業特化型,(3)事業転換成功型は主力事業

の高度化や他事業への転換を通じて事業構造調整に成功し,(4)事業転換失敗型は事業構造の変革に失

敗したサンプルである。この分類に則してサンプルを分類した結果,各グループのサンプル数はそれぞ

れ多角的成長型(66 社:30.6%),主力事業特化型(45 社:20.8%),事業転換成功型(41 社;19.0%),事業転換

失敗型(64 社:29.6%)となった。現地生産展開の過程で主力事業,他事業ともに閉塞状況に陥り,生産や

雇用の縮小が懸念される企業(事業転換失敗型)が 29.6%存在する一方で,何らかのかたちで高付加価値

領域へ事業構造の調整を進めていると思われる企業(事業転換失敗型以外のグループ)が 70%程度存在

していると推測される。 

 続いてグループごとに売上,生産,雇用の変化率の平均値を計算し,事業転換失敗型を基準に母平均

差の検定を行った(表 4)。これによれば,事業構造調整に成功しているグループは，多角的成長型を中

心として相対的に売上や生産を伸ばしているサンプルが多く,事業転換失敗型は売上,生産ともに深刻

な状況にある。国内雇用についても事業構造の調整に成功しているグルーブは維持・微増の傾向にあ

る一方で,事業転換失敗型は1992-95年の変化率で5.9%の減少,1992-96年の変化率では12,0%の減少と

労働需要を喚起する体力が失われている。 

 セグメント別の雇用変化率を見てみると,事業構造転換や事業の高度化に成功していると考えられ

るグループは男性・女性の常用雇用者を中心に各セグメントにおいて雇用維持率が相対的に高く,失敗

しているとされるグループは減少傾向が目立つ。雇用構造的にはパートタイマーの受ける影響が最も

大きく,事業転換失敗型の雇用変化率は一 27.8%となっている。一方で子・関係会社の従業員について

は親会社の政策や配置転換の影響を受けるためか,男性・女性常用雇用者の変化率の動向と大差はない。 

 参考までに,各グループのダミー変数を現地生産変化率に乗じ,産業ダミーを制御したうえで売上変

化や雇用変化などに対する重回帰分析を行った。それによれば多角的成長型では現地生産活動が売上

変化,修正売上変化,雇用変化のいずれにも 5%有意で正の影響を与えており,主力事業特化型では雇用

変化に 5%有意で正の影響を与えていた。これらのグループでは現地生産移管とともに主力事業の特化

や他事業への転換が進み,国際分業が売上や雇用の維持・拡大に貢献している。一方事業転換失敗型で

は現地生産活動の拡大が売上変化率と雇用変化率に1%有意,修正売上変化率に10%有意で負の影響をも

たらしていた。事業構造転換に失敗したグループでは,現地生産移管がそのまま生産や雇用の空洞化に

つながっているという解釈ができよう。 

 以上の分析結果より,東アジアヘの生産活動の移管が一律に空洞化をもたらすのではなく,現地生産

展開を契機に事業構造変革を実現するサンプルと,閉塞状況に陥って空洞化に直面するサンプルに二

分され,そこに国際分業戦略の巧拙や企業能力の差などが深く関与していると思われる。現地生産移管

によって国内生産や雇用がどのような影響を受けるかということは,生産移管のプロセスで行われる 



『留学生と日本人学生のためのレポート・論文表現ハンドブック』ウェブ資料（東京大学出版会） 

 

比較優位創出や事業構造改革の達成度に依存していると考えられる。新規事業や新製品を創出する能

力がある企業にとっては,比較優位を失った事業を現地に展開することがむしろ国内の事業構造改革

を促す好機となる。全体から見れば,国内拠点の比較優位創出に問題を来たし,空洞化に直面している

企業が 29.6%であるのに対して,比較優位となりうる分野を開拓し,事業構造を商度化・転換することで

これに対応しようとしている企業も相当数存在するものと推測され,現地生産活動の影響を単純な空

洞化論によって捉えることはやや一面的であるとの印象を持つ。 

 

５．戦略合理性の探求 

 

前節では日系グローバル企業が東アジアヘ生産活動を展開するプロセスで国際分業戦略を策定し,
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「棲み分け」構造を形成しているという仮説と,それによって国内事業構造の高度化を図り,事業の維

持・拡大に努めているという仮説を検証してきた。先に企業のグローバル戦略には「比較優位への適

応」という側面と「比較優位の創出」という側面があり,日本企業の戦略は中長期,全体最適的な成長

を志向しており,「比較優位への適応」を行うと同時に「比較優位の創出」を重視していると論じたが,

統計的分析の結果はこうした戦略原理が働いていることの傍証になっていよう。次に本節ではこうし

た戦略にいかなる合理性があるのかということをアルプス電気とアイワのケースを比較しつつ考察す

る。アルプス電気は国際分業によって国内の事業構造改革を進め,生産や輸出を回復させ,雇用縮小を

最小限に留めた例であり,アイワは国内の比較優位創出を軽視した過大な海外生産シフトが中長期的

な事業構造改革を阻害し,大幅な従業員削減を余儀なくされた例である。二つの事例を比較分析するこ

とによって,国際分業戦略による事業構造の転換や高度化のメカニズムを理解し、その背後にある戦略

合理性について考察を加えたい。 

 アルプス電気は民生用電子受動部品の大手メーカーであり,民生用電気機器産業の発展とともに急

成長を遂げた企業である。1980 年代は日本が世界を覇権したVTRという大型商品に恵まれ,その周辺部

品を開発・製造することで産業発展の恩恵を享受してきた。磁気応用事業部においてもVTR用音声・映

像ヘッドが事業部の発展を牽引した。しかし 1990 年代に入るとVTRが市場飽和となり,円高やバブル崩

壊とも相侯って受注が激減した。さらに次世代製品として嘱望されていたHDD用ヘッドも薄膜化設備へ

の投資と製品の市場導入のタイミングを逸し,それ以後の新規事業展開が困難となった。VTRという大

型商品に対する売上依存度が高まり,工場の自動化(FA)などに多額の資金が流れ,新規事業展開に向け

た開発投資や設備投資がおろそかになったことが背景にあると考えられる(２）。 

 1990 年代初頭のアルプス電気は多くの事業部で類似の問題を抱えており,環境の変化とともに収益

体質が急速に悪化した。1992 年には経常利益が赤字に転落し,経営幹部は経営再建計画を打ち出す必要

性に迫られた。再建計画の骨子はアルプスグループ全体で 2,500 人の希望退職を実施して国内の衛星

工場を一部閉鎖するとともに,付加価値の低い民生用電子部品の製造を東アジアに移管し,国内拠点に

おいて HDD 用薄膜ヘッドやマイクロドライ・プリンターなどの戦略商品を新たに展開することであっ

た。 

 こうした全社計画のもとに磁気応用事業部は子会牡を含めて300人の希望退職を行い,民生用ヘッド

の生産をマレーシアや中国に移管させ,そこに携わっていた人員や設備を HDD 用 MR 薄膜ヘッドの事業

化に向けて再配置した。設備投資額や開発費が抑えられるなか,あらゆる経営資源を MR 薄膜ヘッド事

業化のために投下した。この間事業部は既存の素材技術をもとに新磁性材料を開発し,これを新製品に

搭載することによって高性能薄膜ヘッドの開発を進めた。そして 1995 年より薄膜製造装置を導入

し,HDD 用ヘッド市場に再参入を果たした。構造調整は 4 年の期間を要したが,1996 年からは売上や生

産が回復し,翌年には外注や雇用も増加した。1998 年には磁気応用部品の生産実績が 1991 年を大きく

上回り,従業員数や外注比率も下げ止まり,やや回復傾向にある。またこれを受けて同社は他の低付加

価値製品についても海外移管を進め,余剰資源を薄膜ヘッド事業拡大のためにシフトさせた。希望退職

を実施しつつも必要とされる生産能力を国内に維持してきたことが新規事業分野における急速な生産

能力の構築と輸出増進を可能にさせた。 

 一方アイワはアルプス電気と対照的である。音響機器メーカーのアイワは従来からミニコンポやヘ
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ッドホンステレオなどを製造していたが 1985 年の円高で経営危機に陥り,生産活動の多くをシンガポ

ールに移管した。1990 年代に入ってからもシンガポールの現地生産活動を拡大し,国内の生産活動と雇

用を大幅に縮小させていった。また現地にR&Dセンターを設置し,現地で日本向けや第三国向けの製品

設計の一部を行うようになった。1998 年には海外生産比率が 89.1%に達していた(３）。 

 しかしアイワのこうした海外重視の戦略は国内における新製品や新規事業に向けた技術開発や事業

化の努力を消極化させることとなった。典型例はMD搭載コンポであり,パイオニアなどの競合他社と比

較してアイワの新製品投入は半年以上も遅れた。こうした新製品開発の遅滞は他の製品においても発

生し,2000 年に同社の経常利益は赤字に転じ,ソニーの支援を仰ぐことになる。また 2001 年にはグルー

プ全体で 1万人の従業貝を半減させ,5千人規模とする「経営改革案」を発表した。同計画によれば,2002

年までに岩手工場や秋田工場が順次閉鎖される。縮小均衡政策を採用せざるをえなかった要因につい

て川口正夫取締役は,「アイワにとって日本のMD市場は市場のひとつにすぎないとしてメカ開発が後手

に回った面も否定できない」と証言している(４）。 

 二社のケースを比較するとその戦略には大きな違いがある。アルプス電気は環境変化への対応の遅

れからリストラを余儀なくされながらも基本的には国内に研究開発能力と生産能力を保持し,新規事

業開拓に向けて強化していった。資源の傾斜配分が要素技術の蓄積と早期の新規事業展開につながり,

新規分野において他社に先駆けた製品導入を果たすことができた。一方アイワは海外生産比率を過度

に高め,開発能力も現地に相当程度移管させようとしたために国内の新規事業開拓に支障を来たし,他

社に遅れをとった。そしてこのことが従業員の半数を削減するという深刻なリストラの一因となった。 

 アイワの事例に見られるように,国内で起こりうる技術革新への対応,要素技術の開発や製造技術の

蓄積,さらには新規事業展開といった点を十分に考慮することなく現地生産移管を実施した場合には,

技術・事業基盤が極端に脆弱化する可能性がある。また国内生産能力も縮小するため,国内や現地で新

しい高付加価値分野の市場が立ち上がり,需要が拡大したとしても,それに即応することは困難となり,

成長の機会を逃すことになる。短期的な環境適応をある程度抑制して技術蓄積と新規事業展開を進め

ることは比較優位の創出という視点から評価される。こうした企業は新規事業が軌道に乗れば現地生

産展開を進めてむしろ事業構造の高度化や転換を積極的に誘導することができる。国内に経営資源を

温存させて技術革新や高付加価値分野における現地や国内の需要構造変化に適合することは「比較優

位への適応」の過程で「比較優位の創出」を行い,成長を達成するために重要な行為である。そうした

行為は中長期的な戦略合理性を有するものと考えられる。 

 

６．結語 

 

本論は企業のグローバル戦略という視点から国際分業問題を捉え,「比較優位への適応」と「比較優

位の創出」という二つの視座からこれを分析することによって,日本企業の国際分業戦略が現地との

「棲み分け」構造を形成することを意図して策定されることが比較的多く,そうした戦略は本国の事業

構造を抜本的に転換させる可能性が高いことを論じてきた。さらに「比較優位の創出」を重視する国

際分業戦略は中長期・全体最適的な企業成長を志向するものであり,本国で発生しうる技術革新や高付

加価値分野の需要構造変化に対して適合性を有していると結論づけた。 

 この知見は途上国に向けた現地生産展開が直接的かつ単純に産業空洞化に結びつくとする通説にア
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ンチテーゼを唱えている。かつての米国におけるオフショア生産による生産と雇用の空洞化現象とは

異なり,1990 年代における日本の製造業の空洞化は,東アジアヘの現地生産展開の結果として生じると

いうだけでなく,実質的には技術基盤や新規事業展開を行う能力の脆弱化,国際分業を誘導する戦略的

意思決定の欠如などに帰せられるべきものである。したがって現地との「棲み分け」を志向する国際

分業戦略と国内の比較優位創出機能が健全に働いている限り,現地生産展開を理由に急激な空洞化が

起こるということは考えにくい。しかし逆にこのことは技術基盤や能力という点で深刻な問題を抱え,

適切な企業戦略を打ち出すことができない企業にとっては,国際的な環境変化への不適合から空洞化

に直面せざるをえないということも示唆している。 

 既に指摘したように,企業が現地と国内の間で「棲み分け」を志向する国際分業戦略を策定しうるか,

「比較優位の創出」を行いうるかということは,企業が有する技術基盤や事業基盤，組織能力などにあ

る程度は影響を受けると考えられる。しかしながら重要な点は,そうした経営資源や能力が現地との国

際分業関係を意識しつつ中長期的な戦略合理性に基づいて開発され,配分されているのかということ

である。対外直接投資の進展により,多国籍企業の戦略が国際的な資源配分パターンの形成に果たす役

割は高まっている。国際的な資源配分を企業の意思決定問題として捉えると,当該企業の国際分業戦略

は海外生産移管による短期的な収益力の向上と,中長期的に生じる需要構造変化や技術革新への対応

や経営資源の蓄積といった,将来的な企業成長に必要とされる条件を満足させる必要がある。国際的な

資源配分パターンが形成される過程においては,そうした合理性に基づいて,多国籍企業の「見える手」

による調整がなされるべきなのである。 

 最後に今後の課題として外部性の問題を指摘しておく。本論は分析単位を企業として電子機械産業

の国際分業と構造変化を定量的に分析してきた。しかしそうした分析手法では十分に捉えきれない二

つの問題がある。一つは国際的な企業間競争が各企業の国際分業行動にどのような影響を及ぼしてい

るかということである。現在電子機械産業では日系企業のみならず,米国やアジアの現地資本との間で

熾烈な競争が繰り広げられている。こうしたプレーヤーの間で展開される国際競争のダイナミズムが

企業の国際分業行動にいかなる影響を及ぼしているのかという点については,更なる考察が必要であ

ろう。もう一つは産業集積の外部性に関わる諸問題である。これまで日本企業の国際競争力を説明す

る一因として産業集積の効能を指摘し,そのメカニズムを明らかにしようと試みる研究は多かった。し

かし東アジアヘの生産展開のなかで多国籍企業のグローバルな企業行動はともすると産業集積のロー

カルな外部性を脆弱化させてしまう危険性を孕んでいる。多国籍企業による東アジア大の企業活動が

地域の産業集積にどのような影響を与え,これまでの国際競争力の源泉とされていた産業集積の外部

性にどのような変化が生じつつあるのかという点については産業空洞化との関係で別途議論が必要で

あろう。 

 

 

[補論:変数の測定定義] 

統計的実証分析(第 4 節)で用いた諸変数の尺度定義を説明する。本論の重回帰分析における被説明

変数は本社の現地法人に対する輸出額や国内拠点の売上額と修正売上額の変化率である(単位:百万

円)。変化率はいずれも 1992 年から 95 年の差額を 1992 年時点の親会社とその傘下にあるアジア製造

現地法人の総売上額で除して企業規模をコントロールした。 
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対アジア現法輸出変化率 i＝(1992－95 年の本社企業 iとアジア現地法人への輸出額の変化) / 

（1992 年の本社企業 iとアジア現地法人の総売上額) 

本社売上変化率 i＝（1992－95 年の本社企業 iにおける本社売上額の変化) / (1992 年の本社 

企業 iとアジア現地法人の総売上額) 

修正売上変化率 i＝（1992－95 年の本社企業 iにおける修正売上額の変化) / (1992 年の本社 

企業 iとアジア現地法人の総売上額) 

説明変数については現地生産規模の代理変数として従業員数(単位:人)を用い,各製造現地法人の従

業員数変化をアジア域内で集計し,1992 年の本社とその傘下のアジア製造現地法人の総従業数で除し

た。 

⊿ASEMPij＝(1992－95 年の本社企業 iのアジア現地法人 jの従業員数の変化) 

現地生産変化率 i＝(Σj⊿ASEMPij)/(1992 年の本社企業 iとアジア現地法人の総従業員数) 

さらに,⊿ASEMPij に関しては,本社と現地法人の拠点間関係を示すダミー変数や比率を設けて交差

項を作成した。まず 1995 年の『海外事業活動基本調査』から,製品間分業と工程間分業を示すダミー

変数を設定した。 

⊿VER・ASEMPij＝⊿ASEMPij×(工程間分業ダミーj) 

⊿HOL・ASEMPij＝⊿ASEMPij×(製品間分業ダミーj) 

工程間分業・現地生産変化率 i＝(Σj⊿HOL・ASEMPij)/(1992 年の本社企業 iとアジア現地法人の総従

業員数) 

 これと同様の手順で技術格差の有無を示すダミー変数を設定し, ⊿ASEMPij に乗じた。さらに現地法

人が現地販売指向か再輸出指向かを区別するために,在アジア現地製造法人の販売先比率を作成し,そ

れらを⊿ASEMPij に乗じた。 

⊿EXP・ASEMPij＝⊿ASEMPij×(日本・第三国向け輸出比率 j) 

⊿DOM・ASEMPij＝⊿ASEMPij×(現地販売比率 j) 

再輸出・現地生産変化率 i＝(Σj⊿EXP・ASEMPij)/(1992 年の本社企業 iとアジア現地法人の総従業員

数) 

現地販売・現地生産変化率 i＝(Σj⊿DOM・ASEMPij)/ (1992 年の本社企業 i とアジア現地法人の総従

業員数) 

推定式では産業レベルの需要変化や技術革新など,説明変数と被説明変数に対して擬似相関を起こ

しうる共通要因を制御し,かつ産業構造変化の方向性を析出するために,民生電気機器を基本ダミーと

して,情報通信機器,産業機器(重電),能動電子デバイス,受動電子部品の五つの産業ダミーを設定した。 

 

[謝辞]本稿は 2001 年度日経企業行動コンファレンス(2001 年 12 月 7～9日)の報告論文「国際分業と事

業構造の転換一グローバル戦略における比較優位の創出一」に基づいています。また一部を 2001 年度

国際ビジネス研究学会(2001 年 10 月 20～21 日)で研究報告しました。コンファレンスや学会でコメン

トをいただいた先生方および本誌匿名レフェリーの先生方にこの場を借りて感謝申し上げます。 

 

(1)通産省『海外事業活動基本調査』では本社の事業構造とセグメント別の雇色情報を入手することが

できない。また国内売上や現地生産,企業内貿易に関する情報にも欠損値がある。そこで電子経済
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研究所『電子機器・部品メー力一リスト〈上場企業編〉』,『電子機器メーカーリスト〈非上場企業

編〉』,『電子部品メーカーリスト〈非上場企業編〉』などの資料を使ってこれらの情報を補充した。 

(2)アルプス電気については 1998 年 3 月 19 日，2000 年 8 月 16 日にインタビュー調査を行った。また

調査内容については『日経ビジネス』,『日経産業新聞』,『日本経済新聞』の記事などで裏付けを

取った。 

(3)アイワの事例については日本経済新聞社『日経ビジネス』1995 年 1 月 2 日,東洋経済新報社『週刊

東洋経済』1997 年 4 月 26 日,毎日新聞社『毎日新聞』2001 年 3月 26 日などを参照。 

(4)東洋経済新報社『週刊東洋経済』1997 年 4 月 26 日,125 ページ。 
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